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II. 各国のインフラストラクチャー資産の再検討 
 

 

OECD の将来プロジェクト「2030 年までのインフラストラクチャー」では将来のインフラ需要

の重要性を量的な観点（今後 30 年間に 50 兆から 70 兆ドル）と質的な観点（これまでのトレン

ドの影響、新しい都市デザイン、新しいテクノロジー、新しい政策や規制、需要管理、新しいビ

ジネスモデル等）の双方から強調した。また、インフラ資産の評価、会計、モニタリングを改善

することで得られる利益を明らかにした。 

 

 

資本ストックの推定は国の会計システムにおいて不可欠であり、測定方法の問題が長年経済学者

や統計学者によって議論されてきた。しかし、この問題への関心は徐々に薄れていき測定方法の

統一と信頼性の問題は政策アジェンダから抜け落ちてしまった。ところが、最近のインフラに関

連した生産性上昇とインフラの必要性に関する議論によってこうした問題が再び関心を集めるよ

うになった。実際、近年多くの国でインフラ資産のモニタリングを改善するための努力がなされ

ている。 

 

 

 ニュージーランド 成長とイノベーションに関する諮問委員会による政府・企業のリー

ダーを集めたフォーラム（2002 年 10 月）の枠組みの延長で、2004 年に開発省が行った

作業がレポートとして財務省と内閣府に提出された。インフラ統計に関する作業プログ

ラムを含む情報の利用可能性の改善、定期的な会計検査の導入、資産管理計画の再検討

が提案された (Ministry of Economic Development, Infrastructure Stocktake, January 2004, see 

www.med.govt.nz)。 

 

 カナダ  近年統計局（StatsCan）が国民会計における有形資産の知識基盤を改善に取り

組み始めた。インフラストラクチャー・カナダ（連邦省庁の一つ）も 2004 年に国内のイ

ンフラの改良に乗り出し、インフラに責任を有する州政府と自治体も有形資産のモニタ

リングに関心を示している。「PSAB Section 3150」と呼ばれる最新の会計基準は国内の

全ての基礎自治体に 2009 年 1 月 1 日までに有形資産の詳細な会計をコスト、質、更新の

必要性に関する情報とともに提出することを求めている。 

 

 アメリカ 1999 年 6 月 15 日から州政府と地方自治体が年次レポートのなかでインフラ関

連情報を報告する際の新しいルールが適用されている。このルール（Governmental 

Accounting Standards Board Statement N° 34）は代議士とそのスタッフ、投資家、金融機関、

市民などの監視機関が政府の財政情報を利用しやすいように年次レポートをわかりやす

く便利なものにすることを目的にしている。他にも米会計基準監視審議会（US 

Accounting Standards Oversight Council）は 2007 年 3 月に地方政府に有形資産に関する知

識を改善するよう勧めている。 

 

 民間部門 国際将来プロジェクトは本格的な調査を始めていないが、いくつかの大企業

と金融機関に対する意見聴取の結果、公共部門の有形資産に関する知識基盤の改善に強

い関心を持っていることがわかった。 

http://www.med.govt.nz/
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これらの事例と“Infrastructure to 2030, OECD, 2006-2007”が示しているのは、インフラに関

する知識基盤の改善（一覧表、サービスの質、潜在的リスク、代替コスト、繰延維持費など）に

よって得られる潜在的利益は非常に大きいということである。 

 インフラ資産のモニタリングは合理的な政策形成のために不可欠な条件である。モニタ

リングとは各インフラ部門の政策が政府のより広い目標（安全、持続可能な発展、分配

政策等）に沿ったものになるようにするための手段であり、投資・資源を配分するとき

やプライオリティ間のバランスを取るときに事実に基づいた議論を行うための手段であ

る。 

 

 いくつかの政府はインフラの整備を経済成長とイノベーション戦略の基礎として重要視

してきた。また、インフラのサービスの質次第で国、地域、都市の魅力が増減すること

に注目している。 

 

 知識基盤の改善は経済・社会・金融ショック及び自然災害や事故等に対するインフラの

弾力性を評価するために不可欠な条件である。ショックの原動力を理解するためにもビ

ジネスを継続するためのプログラムの実現可能性を検討するためにも知識基盤改善が必

要である。 

 

 知識基盤の改善は以下のような将来の分析を行うために不可欠な条件である。既存イン

フラのサービスの質に基づく投資の需要とタイミング（早すぎても遅すぎてもいけな

い）の評価。将来の需要、選択（新設するか、継続利用するか等）、その他の経済的影

響に関するステークホルダーとの議論。 

 

 知識基盤の改善はインフラの資金調達のために不可欠な条件である。官民パートナーシ

ップ等の交渉基盤整備、インフラの新設のための担保保障、納税者に対する投資の正当

化は全て優れたデータベースを必要とする。 

 

 知識基盤の改善は中央・地方政府、自治体の議会及び企業等の透明性・開放性・アカウ

ンタビリティという目標を達成するために不可欠な条件である。経済成長のためには信

頼と信用が必要である。 

 

 インフラを評価するための共通指標があれば国家間のベンチマーキングが可能になる。

これは国や都市の魅力を増すためにも、自己評価のためにも利用できる。 

 

本プロジェクトはこれらの潜在的な利益を実現するためのパイロットワークを実施するのに適し

た機会である。 

 

具体的な目標・成果 

 いくつかの加盟国におけるインフラ関連指標の状態・範囲の一覧表を作成（規制、ベス

トプラクティス、ギャップ、新しいモデルなど）。 

 

 OECD 加盟国のパイロットグループ内で共通の指標を利用できるようにするためのプラ

ットフォームを作成。 

 

 インフラ指標とインフラの水準が成長とイノベーションに与える影響を測定するための

ガイドを設計（1990 年代以降の OECD エリア内の経験を再検討）。 
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 OECD 加盟国におけるインフラの水準を扱う『図表で見るインフラストラクチャー』ま

たは『インフラストラクチャー・スコアボード』の初版の土台を作成。 

 

 参加国の要請に応じてケーススタディを実施。 

 

プロジェクトの期間 

2 年または 3 年 

 

プロジェクトの開始時期 

2008 年第四四半期 

 

組織 

本プロジェクトは OECD の国際将来プログラムによって組織され、統計局・科学技術産業局・

環境局・国際運輸フォーラム等との緊密な協力の下で運営される。OECD プロジェクトチームが

内外の専門家の支援を受けながらプロジェクトをリードする。 

 

プロジェクトのスポンサー（政府、企業、研究機関）によって構成されるステアリンググループ

がプロジェクトチームに対して助言を行う。プロジェクトの期間中にステアリンググループは何

度かミーティングを行う。 

 

予算 

プロジェクトのコストは 45 万ユーロから 50 万ユーロと推定される。 

 

資金源 

本プロジェクトは政府機関、企業、研究機関からの寄付金のみで運営される（運輸・インフラ・

経済担当省庁、地方自治体、会計局、銀行、投資ファンド、建設・エンジニアリング企業、研究

機関等）。スポンサーはステアリンググループに参加することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

www.oecd.org/futures/infrastructure 


